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１．特集「令和の教員養成と教科教育」 

山田 浩平（教科教育学研究部門代表／養護教育講座） 

 今回の SCOPEⅢ No.15 では，「令和の教員養成と教科教育」として内容を取り上げた。同じよう

な内容は「教員養成と教科教育」として SCOPEⅢ No.5（2015）にまとめたが，それから 10 年が経

過した。その間，社会の在り方が劇的に変わる Society5.0 時代，ポストコロナ時代，社会全体のデジ

タル化・オンライン化の時代へと変化してきた。このような時代における教員養成において，教科教

育はどうあるべきなのか。もちろん教科教育の中には不易の部分もあれば社会の状況によって変化し

ていなかくてはならない側面もあり，社会の状況に応じてすべてを変えていくものではない。 
教員養成のカリキュラムにおける教科教育とは，狭義には「教材研究」(小学校),「教科教育法」(中学

校・高等学校)をさしているが，広義には教科に関する専門科目も又いわゆる教科教育を存立させる上

で基礎的な役割を担っている（山田,1981）。そのため，教科教育を検討するにあたっては，狭義の教

科教育(教材研究,教科教育法)のみならず，より広い意味で教科に関する専門科目（いわゆる内容学）

の観点からも検討する必要がある。寄せられた論考は，教科教育の視点に限らず教科に関する専門領

域から提言している内容もある。また，教育の研究と実践が車輪のように互いの長所を提供し合うと

ともに，限界を補完しあって前進してきた実践研究に基づいて示された内容もある。どれも各教科の

知見に基づく興味深い内容であり，これを機に教育に携わる多くの先生と今後の教員養成のあり方に

ついて討論できる機会になれば幸いである。 
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２．令和６年度 教科教育学研究部門の活動報告  

◆ 大学・附属学校共同研究会 
・17 分科会で大学教員と附属学校教員が共同研究を実施，論文集「共創」を発行 
・2024 年 4 月 17 日(水) 大学･附属学校共同研究会代表者会議 

大学・附属学校共同研究会・本年度名簿の確認，夏季一斉研修会，運営費について 
 

◆ 部門誌「SCOPEⅢ」の発行 
・テーマ「令和の教員養成と教科教育」 
・「SCOPEⅢ」第 15 号を発行，教職キャリアセンターホームページに掲載 
 

◆ 環境整備 
  小学校用教科書（令和６年度使用）54 種 259 点を購入し，教育未来館 3 階に配架 
 
◆月例会 

○ 4 月例会 2024 年 4 月 17 日(水) 16:40- 
  本年度のテーマ選定，役割分担，月例会の発表者について 

 ○ 5 月例会 2024 年 5 月 22 日(水) 16:40- 
   報告者 ：武市裕子先生（養護教育講座） 
   研究報告：「子どもの心身の変化を捉える成長曲線の活用について」 

○ 6 月例会 2024 年 6 月 14 日(水) 16:40- 
   報告者 ：田舎片麻未先生（音楽教育講座） 

  研究報告：「音楽から構想する深い学び―愛教大で！教育と専門性を考える―」 
○ 7 月情報交換会 2024 年 7 月 24 日(水)18:30- 
○ 10 月例会 2024 年 10 月 23 日(水)16:40- 
  報告者 ：村松愛梨奈先生（保健体育講座） 
  研究報告：「女性特有の健康課題から教育を考える」 
 「SCOPEⅢ」No.15 原稿，岐阜市との連携協定について 
○ 11 月例会 2024 年 11 月 27 日(水) 16:40- 
  報告者：山根真理先生（家政教育講座） 
  研究報告：「家庭科と家族論のあいだ」 
 「SCOPEⅢ」No.15 原稿について 
○ 1 月例会 2025 年 1 月 29 日(水) 16:40- 

   参加者による SCOPE の紹介 
○ 2 月例会 2025 年 2 月 19 日(水) 16:40- ICT 活用等普及推進統括部門との共同開催 

報告者：青山和裕先生（数学教育講座） 
報告 ：ICT 活用指導力チェックリスト及び初等算数科教育法での実践紹介 
報告者：小倉靖範先生（特別支援教育講座） 
報告 ：特別支援教育における実践紹介 
参加者によるディスカッション 
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物語生活者としてのモデルを示す教師になること 

砂川 誠司（国語教育講座） 

 

『葬送のフリーレン』という漫画・アニメ作品があります。子どもたちにもよく知られている，フ

ァンタジーの物語です。主人公である魔法使いのフリーレンは，作中で何度も「ヒンメルならこうし

た」というセリフをつぶやきます。ヒンメルとは，かつてフリーレンとともに魔王を倒す旅をした勇

者のことで，作中では早々に亡くなってしまう人物です。フリーレンは，かつての旅をなぞるように

新しい仲間たちと旅をするのですが，旅の途中，困難に出くわすたびに決まって上のセリフを口にし

ます。このセリフは，ヒンメルという人物が，考え方や行動の模範を示す人物として，フリーレンの

なかに生きていることを示しています。かつてはあまり気に留めていなかったヒンメルの言葉や行動

をひとつひとつ捉え返しながら，フリーレンは新たな生き方を模索しながら旅を続けます。フリーレ

ンにとってヒンメルは，生き方のモデルのひとつなのです。 

教師も，子どもたちにとっての生き方のモデルとなる存在です。とりわけ物語を教える教師は，物

語生活者としてのモデルです。子どもから見れば，授業で物語を読むことは，登場人物の生き方を知

り，さらにそれを教える教師の物語をめぐる生き方を知る経験になります。授業以外で個人的に物語

を読むという経験には決してありえない構造です。大人である教師が，世界を代表して，物語を読む

姿勢を示していくわけですから。教師は問いかけもします。本文のどこに線を引くべきかということ

ひとつとっても，教師の物語をめぐる生き方が強く反映された結果として，問いかけられるのです。 

国語の物語教材では，子どもたちには受け入れがたい生き方をする人物も描かれます。勇者ヒンメ

ルのように，困難の解決を導くようなモデルではない人物が描かれることの方が多いかもしれません。

そのような物語をも子どもたちの前に差し出し，一緒に読み，考えさせることも国語の教師の役割の

ひとつです。ともすれば受け入れがたいものは見なかったことにして物語を読んでしまう子どもたち

を前に，教師に求められるのは，異なる生を営む人間について，言葉をもとに理解する厳しい姿勢を

もつことだと考えます。多様性に対する理解が必要とされる令和の時代に，この姿勢はますます大切

なものになっているのではないかとも感じます。 

教師として物語生活者のモデルを示していくことには，もっと別の側面もあります。物語というフ

ォーマットを，世代を超えて伝えていくという側面です。同じできごとでも，物語としてどう組み立

てるかによって，伝わり方が変わります。それは，読み手のノリ
．．

をコントロールするものと言っても

よいでしょう。そういう物語フォーマットの使われ方を知らなければ，世代を超えて伝えられるのは，

前世代と同じノリです。それも大切ですが，それだけで未来を切り拓く子どもを育てられるでしょう

か。いまやゲームやその実況でさえも，多様な物語フォーマットを採用しています。自分たち世代の

ノリを相対化できる物語生活者であることもまた，国語の教師には必要だと考えます。 

『葬送のフリーレン』は冒険譚でありながら，1000 年以上生きるエルフという設定で，人間の命の

短さをはかなむように緩やかな時間が構成・表現される，物語フォーマットに工夫の凝らされた作品

です。生き方を探る旅にふさわしい表現の仕方だなと思います。漫画の一コマ，アニメのワンシーク

エンスに流れる時間を分析してみてもよいかもしれません。人間ではない存在が中心に描かれていま

すが，ひとりの人間が過ごす人生の時間として受け入れ理解しようとする私たち自身の姿も，見えて

くるかもしれません。『山月記』の李徴の人生を，人間の一生として読むときのように。 

令和の教員養成でも，国語を教える教員に必要なことの核心は，何ら変わっていないのです。
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社会科教育における情報・データの信ぴょう性をめぐる問題 

保立 雅紀（社会科教育講座） 

 

社会科教育における情報・データの信ぴょう性をめぐる問題を，以下に検討します。 

 特筆すべきは，情報やデータの信ぴょう性をめぐる問題です。社会科教育は，情報やデータが正

しいものを必要とします。しかし，令和になってからは特に，情報やデータの信ぴょう性に問題が

ある事例が多くなっていると考えます。 

 偽情報には，意図的なものに限らず，結果として偽情報になるもの，未確認情報のまま拡大する

ものもあります。SNS 上では，エコーチェンバーやフィルターバブルなどにより，人々の意思決定

に大きな影響を与えています。意図的な偽情報，意図的ではないですが結果的に偽情報になった情

報，誤情報などがインターネット上で拡散しており，何が正しい情報なのかが判別しにくくなって

います。さらに，人工知能による情報の加工が精密度を増したため，正しい情報を見分けるのは，

とても困難になりつつあります。そのため，ファクトチェックによる情報の真偽の調査を経ないま

ま，私たちは情報を取り入れて意思決定をせざるを得ない状況も起こっております。 

 これらの情報やデータの信ぴょう性をめぐる問題は，次第に悪影響が多くなっているようです。

たとえば，選挙などのように期間が限られた中で意思決定をするものについては，偽情報・誤情報

などの悪影響も大きくなりつつあります。偽情報・誤情報などは，意図的に情報操作を目的として

流されるものも多いと指摘されています。世論形成や選挙において正しい情報を見極められないこ

とは，民主主義における意思決定において大きな課題となりつつあります。 

 このような偽情報・誤情報やデータの不正・加工などをめぐる問題は深刻さを増していますが，

私たちは情報の真偽が見分けられないままの状態で，社会の課題に取り組まなければなければなら

ない状況も起こっています。社会科教育において，情報やデータの真偽が明らかでないことは，と

ても大きな問題です。なぜなら，考察する根拠となるデータや情報に不正・偽装があり，または偽

情報・誤情報・未確認情報がある場合，情報やデータの選択をやり直すとともに，それらを基にし

た考察からやり直さなければならないからです。社会科学系の分野において，このようなデータや

情報の信ぴょう性は欠かせないものです。しかし現実には，偽情報・誤情報などの拡散，データの

不正・偽装が，国内外問わず数多く見受けられます。 

社会科教育において，情報やデータの信ぴょう性が判別しにくくなっている状況をふまえた指導

が望まれていると考えます。児童・生徒が政治主体として情報に基づいた意思決定をおこなうため

には，情報やデータの信ぴょう性が重要です。しかし，上記のように情報やデータには信ぴょう性

に問題があるものが多く混入していること，巨大ＩＴ企業によるデータ流通へのコントロールがな

されていることなどを児童・生徒に理解させたうえで，情報・データには，偽情報・誤情報などが

混入していることを踏まえた社会科教育の指導が重要となっていると考えます。 
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令和の教員養成と数学教育 

髙井 吾朗（数学教育講座） 

 

令和に入り，授業という点から見て一番大きく変わったことは，デジタル化であると考える。新型

コロナウイルス感染症の感染拡大により，児童・生徒が 1 人１台タブレットを持つようになり，遠隔

化授業，提出物のデジタル化などこれまでには見られなかった授業の形ができ始めている。令和の教

員養成を考える上で，このデジタル化は避けて通れないものであるが，本稿では，令和 3 年答申にお

いて出された，「個別最適な学び」について考えていきたい。 
デジタル化ではなく，個別最適な学びをテーマにする理由は，抜本的な授業の見直しだけでなく，

カリキュラムの構成，及び，学校の在り方を考えなくてはならないからである。個別最適な学びとは

具体的には，「教師が支援の必要な子供により重点的な指導を行うことなどで効果的な指導を実現す

ることや，子供一人一人の特性や学習進度，学習到達度等に応じ，指導方法・教材や学習時間等の柔

軟な提供・設定を行うことなどの「指導の個別化」が必要である」(中央教育審議会, 2021, p.17) 
これまでも，授業実践において，支援が必要な子どもへの対応は，机間指導，TT などの方法により

実施されてきており，さらにデジタルコンテンツの充実により，自宅でも学習できる環境が整いつつ

ある。しかし，子どもの特性や学習進度，学習到達度に応じた柔軟な指導の工夫については，どこま

で可能なのかという問題がある。黒川(1987)は，教育の個別化・個性化を学習者の量的個人差と質的個

人差，教授・学習システムの様々な要因を教師が決定するのか，学習者が決定するのかという 2 軸で

表し，授業を 4 つに分類している(図１)。
数学科授業においては，1990 年代に習熟

度別指導が行われており，現在指導され

ている個別最適な学びとしては，自由進

度学習が主に実施されている。 
しかし，自由進度学習とは，一斉授業や

グループ学習には適さないものであり，

個別最適な学びと対になる協働的な学び

に適さない形である。 
一方，興味・関心別学習スタイル別指導

と興味・関心別学習は，質的個人差に属

した形であり，「興味・関心，学習スタイ

ル，認知スタイル，生活習慣や経験」(黒川, 1987, p.51)に基づく子ども達の学びを実践していくもので

ある。個別最適な学びと協働的な学びの一体化としては，質的個人差に焦点をあてた実践が適切と考

えるが，カリキュラム上達成しなければならない内容の保証，及び受験という出口保障のために，実

施できるとは言い難い。 

引用参考文献 

黒川晴夫(1987)．「教育の個別化・個性化－類型とその特徴」，『教育方法学研究』，第 12 巻，pp.49-56． 

中央教育審議会(2021)．「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引

き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～」，中教審第 228 号，文部科学省．

（https://www.mext.go.jp/content/20210126-mxt_syoto02-000012321_2-4.pdf） 

図１ 教育の個別化・個性化の分類枠組み 
(黒川, 1987, p.51) 
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令和の教員養成と理科教育：学びによって自信を育む 

平野 俊英（理科教育講座） 

 

未曾有の変化で未来が見通しにくく，不安定だと思われる社会情勢は，人々に行動判断での自信を

得にくくしています。急激な時代変化に私たちはどのように対峙し，様々な人生の障壁を乗り越えて

いけばよいのでしょうか。「生きる力の育成」は，子ども達が明るい未来をつかむための不易な教育課

題ですが，その手立ては学習指導要領の改訂の度に修正され，流行の糸口として現れています。流行

が定着するには，平成年代に教育を受けた方々が過半の学校教員組織において，働き方改革の進展と

職能研修の充実が「描いた未来の姿」として受容されてクリエイティブな環境を築き，社会の再構築

の姿を体現できることが重要であると考えます。そのため，大学が行う教員養成は，附属学校との協

働や教育委員会との連携に基づき，教員に必要不可欠な実践的指導力を育むための基礎的な知識基盤

や実践経験の提供に留まることなく，多様な学生の育ちに向き合い，就職後の教員生活に指針を与え

るような，社会人に欠かせないソーシャルスキルや，専門職の倫理観や探究力に関して体得ができる

機会の提供が肝要になっていると考えます。 

令和の理科指導では「理科の見方・考え方を働かせた見通し」のある主体的な学習活動を行わせる

ことのほか，「ICT 機器」を利活用した教育方法の導入が注目されています。理科の見方・考え方につ

いては，平成以前から教育課程の中に潜ませていた要素を顕在化させて，教員の意識を喚起しようと

するものであるため，本質的には不易な事項であると解釈ができます。個々の子どもが，日頃の生活

や学習での経験を通じた学びと結びつけた根拠ある考えに基づいて，主体的に検証活動を進め，自ら

の理科的な資質・能力や，言語的・数学的な論理表現を扱う高次の思考力を磨きつつ，納得ある理解

の構築ができるところまでやり遂げることが重要であると考えます。その際，個性に応じた学習の最

適化と，多様性ある集団内での対話を通じた相互理解や協働との間で，どのように両立を図る方策を

とれば良いのかが，教育関係者の間で話題になっています。双方のプロセスを活性化させるためには，

原則的に教師や子ども達が「概念に基づかせて問いかけるスキル」を獲得して，よりよい理解を生み

出す学習環境づくりを相互に進めることが欠かせないと，エリクソン(1998)は指摘しています。一方

で，ICT 機器については，これまでの視聴覚機器や PC を置き換え得る，時代の革新的技術を用いた新

しい教具（道具）という側面で，流行の事項と映ります。現時点で理科の教育内容や評価方法との明

確な紐付けはないことから，教員や子どもの裁量による教材の提示や学習記録の共有といった利用に

留まっています。感染症の流行拡大等に伴う遠隔授業への移行や，文部科学省の MEXCBT システムの本

格運用により，学校と外部を繋ぐ教育情報通信ネットワーク利用は今後増すものと見込まれており，

この側面での ICT 機器の役割が期待されています。対面の理科授業が育む教育成果を実際はどのよう

な手法で評価していたのか。それを組織文化の可視化に配慮して，筆記テストの記述判定だけで無く，

妥当な規準かつ多様な手法の併用による評価の必要性を教員間で共有し，組織が蓄積してきた無形の

経験的知見と整合させて指導の有効性を担保しつつ，教育実践を展開することが求められます。 

教員養成課程が教員志望学生へ卒業までに獲得を求める姿は，生活や学びの経験で学生が培った基

礎的素養レベルの変化にあわせて，ゴールも到達プロセスも共に，大きく変更させてきました。さら

に，科学や科学的探究に関する学生のマインドセットが変更できる，質の高い教育の提供へ向けて不

断の努力を行うことが，学校理科教育の革新への責任として教員養成に求められていると考えます。 

【引用文献】 Erickson,H.Lynn.(1998).Concept-based curriculum and instruction:Teaching beyond the facts.Thousand Oaks,CA:Corwin Press,Inc. 
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令和の教員養成と生活科教育 

 中野 真志（生活科教育講座） 

 

日本の現行学習指導要領(平成 29 年，30 年告示）ではコンテンツ・ベースからコンピテンシー・ベ

ースへと転換され，コンピテンシー・ベースのカリキュラム改革が推進されている。すなわち，資質・

能力の三つの柱，「知識・技能」，「思考力・判断力・表現力等」，「学びに向かう力・人間性等」により，

幼児教育から高等学校の教育まで一貫して構造化されたのである。資質・能力の三つの柱によってカ

リキュラムと単元と授業の各レベルの目標を設定して，各教科等の有機的な関連を保障することがで

きる。これは，資質・能力のバランスの取れた目標の構造化である。しかし，各教科内容の体系性と

系統性，各教科特有の方法論を軽視すれば，これまでの子供中心主義，経験主義的な教育活動が批判

されたように，知識・技能が断片的に学習される危険性を伴い，その結果，それらを活用する思考力・

判断力・表現力のレベルも高まらない。加えて汎用的な資質・能力を列挙して，それらを個別に取り

出して効果的に教え込めば，コンピテンシーが新たなコンテンツになる危険性もある。 

 現行学習指導要領では，各教科等の特質に応じた見方・考え方を提案して「深い学び」の重要性を

主張している。だが，親学問となる学術分野をもたない生活科は，「知識・技能」としての内容をどの

ように構成すればよいのか。「知識・技能」と深く関連する「思考力・判断力・表現力」をどのように

育成すればよいのか。さらに，それらと関連させながら，「学びに向かう力・人間性等」をどのように

涵養すればよいのか。これらは学問知と経験知，教科内容や教材と生活経験，および認知的側面と非

認知的側面の関連という教育課題につながる。この生活科の課題は，今なお克服されていない。 

それゆえ，生活科の実践では，依然として「活動あって学びなし」という批判があり，それを克服

するために「科学的なものの見方・考え方」という名目で，小学校低学年の理科や社会科で批判され

た実践と同様に表面的な知識や技能を教え込むような実践になったり，子供の生活と意識からかけ離

れた断片的で脱文脈的な知識習得と技能訓練の授業に陥ったりする実践が散見される。その中には小

学校低学年の子供の発達特性に相応しくない思考ツールや ICT の活用という実践もあると思われる。 

令和の教員養成には，現在の教育改革における上述の洞察を踏まえた対応が求められているが，ま

ずは生活科の本質と独自性を理解することが必要であろう。生活科の活動は目標であり内容であり方

法であると言われた。それゆえ「知識と技能」を活動の文脈や状況から切り離し断片化して効率的に

教えることが生活科の本質と独自性ではない。できる限り現実生活に近い文脈や状況の中で「知識と

技能」の大切さを学び，自分たちの思いや願いを実現するためにそれらの知識や技能を使い，思考し

判断し表現する。それが生活科における本物の問題解決的な学習であり，それが真正の学びとなる。 

次に，今日，学生たちは小学校低学年で生活科を学習している。しかし，当然，それは教える側の

立場ではない。この点は他の教科でも同じであるが，子どもにとって勉強する教科だという意識は生

活科にはほとんどない。楽しい教科，大好きな教科，あるいは息抜きの教科とさえ捉えられている場

合もある。このような学生たちの意識を変容することが肝要である。子どもが遊びや夢中になって取

り組む活動の中で多くのことを学んでいる。そのことを教員養成における生活科の理論と実践の往還

を通して探究するのである。生活科の典型的な体験や活動を行い，個人やグループで「教える立場」

で教材研究したり，体験や活動における学習環境を構成したり，支援や指導の展開を考えたりするこ

とも有効である。優れた実践の単なる紹介ではなく，また学習指導要領及びその解説の観点による分

析と考察に留まらず，教育学や心理学などの学術的研究成果に基づき省察することも必要である。 
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令和の教員養成と音楽科教育 

金原 聡子（音楽教育講座） 

 

先日，2030 年度に導入される小中高校の学習指導要領の議論が始まったという報道がありました。

現行の指導要領がめざす「主体的な学びの実現」などの方向性は維持しながら，多様な子どもへの対

応やデジタル時代に合わせた教育，教員の負担軽減を図る内容を目指すことになります。多様な子ど

もは，年々増加しており，2022 年の文部科学省の調査によると，通常の学級に在籍する小中学生の

8.8％に学習や行動に困難のある発達障害の可能性があることが分かりました。また，2024 年度の小

中学生の不登校児童生徒数は約 34 万 6000 人で，前年度から約 16％増え，過去最多を記録していま 

す。個別の配慮や支援が必要な子どもが増加するということは，必然的に教員の負担も増加します。 

音を出すことの多い音楽の授業において，多様な子ども達が増えてくると，困難なことも増えてき

ます。その一助となるのが ICT の活用になると思います。ICT をうまく活用することで，授業を円滑

に進め，教員の負担を軽減することが出来ます。 

 現在 ICT が音楽の授業に活用されている例としては， 

①音と視覚を連携させる。その音楽につながる写真や絵をタブレットに映し出すことで，視覚的な

力を借りて，より音楽をイメージしやすくなる。 

②演奏の共有ができる。自分やクラスメイトの演奏を録音し，タブレットで共有することにより，

意見の交換を従来の授業より活発にすることが出来る。また，演奏や学習歴を保存することもできる。 
③音楽づくりを円滑にできる。拍子や音程やリズムなどの簡単な選択で音楽を作ることが出来る。

またテンポや楽器などを瞬時に変えて確認できるので，音楽の要素をあまり知らない児童でも，比較

的容易に音楽づくりを楽しむことが出来る。 
他にも様々なアプリを使って音楽づくりの導入に利用している現場もあります。音楽アプリの中に

はお絵描きのように，絵の形や色で音色が変化し，書く高さを変えると音程が変わり，音遊びできる

アプリもあります。リズムや音程といった知識が乏しい低学年の子どもでも，手軽に音楽づくりを楽

しむことが出来ます。低学年から自由な発想が音につながる体験を積み重ねると，その先の音楽づく

りへの壁が低くなると思います。 
このようにデジタル教科書やアプリを活用することは，円滑な授業展開の助けになると思います。

しかし，実際の現場では，まだまだ ICT は活用しきれおらず，ICT 活用の苦手な教員への講習などの

サポートが更に必要だと考えます。実際，私の子どもの通う小学校では，音楽の授業では一度もタブ

レット等を使ったことがないそうです。しかし反対に大学を卒業して間もない教員たちに聞いてみる

と，かなりの頻度で利用している様子がうかがえました。 
一方で音楽の授業は ICT に偏るのではなく，生の音に触れる実体験もとても重要だと考えます。私

が実際に中学生の合唱指導に行くと，ホールに鳴り響く生の歌声，臨場感，緊張感を感じ，目をキラ

キラさせている中学生達がいます。デジタルの音ではなく生の音，消えてゆく音でしか感じられない，

瞬間の感動を経験できるのも，音楽の大きな特性の一つです。 

デジタルの授業と，生の音楽を仲間と共に奏でる体験の，二つをどのように融合させていくかが，

これからの課題となります。それは，決して現場の教員に任せるのではなく，しっかりとしたガイド

ラインが必要です。教員の負担を軽減する，働き方改革を優先するあまり，子ども達の学びが削られ

ないよう，学びを保ちつつ教員の負担軽減のための策を考えなくてはならないと思います。 
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令和の教員養成と小学校図画工作科教育 

中村 僚志（美術教育講座） 

 

令和４・５年度に小学校における図画工作科の授業についての現状と課題等を明らかにするために

アンケートを実施しました。対象は三河地区の小学校 90 校で，回答を得たのが 84 校でした。その結

果，「図画工作科を担当する『専科教員』がいる」小学校は，19 校（22.6％）でした。次に，「美術科

の免許を有している教員がいる」小学校は，40 校（47.6％）でした。こうした状況の中で，多くの担

任教員は，「準備をする時間が十分に確保できない」「指導や支援の方法が，よく分からない」「各題材

で養いたい造形的な見方・考え方がよくわからない」と悩みながら授業を行っている現状が見えてき

ました。また，中学校美術科でも同様で，美術科の教員が見つからないことで，退職教員を講師とし

て採用したり，美術科の免許を有してはいるが，ほとんど学校現場での経験がない教員を採用したり

しています。 

こうした状況の中で，図画工作科・美術科のための教員養成や資質・能力の向上を図るために，市

町村で教科部会を組織して夏季研修会を実施したり，三河教育研究会や愛知県造形教育研究協議会な

どが実技講習会や研究発表会を行ったりしています。また，各市町村では教科指導委員を設けて，授

業作りや教育論文指導にあたっています。ただ，アンケート結果にもあるように日々教員が悩みなが

ら授業を行っていることは間違いありません。 

そこで，本学美術教育講座として，教員養成を行う具体的な方策は，大きく二つあると考えます。

一つは，本学学生が受講している，初等図画工作内容や初等図画工作科教育法の授業内容の充実です。

教科書題材を中心に，より実践的で指導・支援に役立つ内容を盛り込み，学生の授業力向上の一助に

すること。そして，もう一つは，学校現場で教鞭をとっている教員に向けた指導・支援です。教員は

教科書や指導書を使って指導にあたっています。デジタル化が進み道具の使い方や技法の活用等につ

いては動画を使うことで，かなり丁寧に指導することができるようになっています。ただ，発想や構

想については，手探りの状況です。そこで，各題材に入る時に，児童が豊かに発想や構想を膨らませ，

製作に見通しがもてるような方策を考えています。 

 現在，私はホームページの開設準備を進めています。2025 年４月には一般公開する予定です。内容

は，授業で使うための参考作品（立体作品 24 点，平面作品 30 点）の展示です。立体作品については，

マルチアングルビューア―で撮影されてお

り，360 度全方向から見ることができるよう

になっています。また，それぞれの題材の指

導過程を詳細に記した指導計画書も見るこ

とができます。これを読めば，美術科の免許

を有していない教員でも，各指導過程での具

体的な指導のポイントや支援等が分かるよ

うになっています。 

 これらを十分に活用しながら，多くの教員

が図画工作科の授業に取り組むことで，指導

方法を理解して，確かな学びのある授業を展

開できることを願っています。 
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令和の教員養成で伝えたいこと〜月経期間中の水泳授業の対応は？〜 

村松 愛梨奈（保健体育講座） 

 

現行の小学校学習指導要領では，生涯にわたる豊かなスポーツライフを実現するための資質や能力

を育成するために，すべての児童が「安心して」運動が取り組むことができるよう，指導等のあり方

の改善を図ることが示されています。児童・生徒が「安心して」運動に取り組むために必要な知識や

考え方として，今回は児童・生徒が不安を抱えやすい「月経と水泳」をキーワードとして，令和の教

員養成で学生に伝えたい内容を述べていきたいと思います。 

これまでに，中学生を対象とした月経教育のニーズ調査研究（池田ら，2011）では，関心の高い内

容として約半数が「月経時の入浴や運動などの生活の仕方について」を挙げており，藤原ら（2013）

の中学生を対象とした調査でも，月経に関して知りたい内容として「プールに入っていいか」「運動し

ていいか」などが挙げられるなど，月経時の生活や運動への関心は高いことが報告されています。し

かしながら，学習指導要領や教科書の内容だけでは，これらの知識を得る機会は十分ではなく，授業

への参加時に不安を抱える児童・生徒も少なくないと考えられます。また，月経期間中の水泳の対応

については，各自治体や学校に一任されており，多くが学校現場の判断に委ねられている現状を踏ま

えると，教員養成時に「月経と水泳」について科学的に正しい知識を得ることが必要と考えます。 
しかしながら，教職を目指す大学生を対象とした調査では，「月経と水泳」に関して科学的知識に基

づかない誤った認識や知識を有する学生が多い現状が示されています。そのため，これらの実態に基

づき，教員養成時の学校保健や体育科教育（保健領域）に関わる科目での月経教育の取り扱いの際に

『月経期間中の水泳は一律に「見学・欠席」ではなく，プールに入っても良いこと，ただし月経の症

状は「個人差が大きい」ことを理解し，例えば月経困難症の場合は入水できない等，個々の体調等に

より出欠の適否を判断することが大切であること』を伝えたいと考えます。これらの知識は，日本臨

床スポーツ医学会誌「月経期間中のスポーツ活動に関する指針」に示されており，ここでは「科学的

根拠に基づき月経期間中の水泳は可能である」と記述されています。もちろん強い月経痛等の体調不

良の場合は見学や欠席の判断が必要ですが，体調に問題がない場合は他の種目同様に参加可能です。

また，他の種目同様に児童・生徒が体調により自己判断をすることが大切であり，そのためには判断

できるだけの知識を身につけている必要があります。このことからも，体育および関連教科における

思春期の体の変化や生活の仕方に関連する「教科教育」への理解や教育法も教員養成に大切です。 
さらに，知識の理解とともに，プールサイドにおける経血の漏れに対する心配や恐れ等の児童・生

徒の心理的な問題についても知る必要があります。児童・生徒が月経期間中に入水する場合には，不

安を減らすために，プールサイドに経血が付着しても分かりづらい色の濃いバスタオルやスイムタオ

ルの持ち込みが可能な環境を作ったり，準備体操後等の入水前にトイレの時間を確保したり，退水後

は人数確認や簡単な連絡等のみとし，なるべく退水からシャワーや着替えまでの時間を短くしたりす

ることなど，プールサイドでの時間の過ごし方に不安を抱えないような工夫が必要です。もし経血の

漏れに大きな不安を抱える場合は，心理的な面から入水しないことも選択肢の一つであることも理解

が必要です。また，最近では様々な月経用品も増えており，例えば水着用吸水ショーツなど，水着の

下に着用可能な生理用品も日本で普及し始めています。今後も，令和の教員養成を考えるにあたり，

児童・生徒が安心して運動に参加でき，学校生活で不安を抱えないために必要な調査研究や情報収集

に継続し取り組み，教員養成や教育現場に必要な情報を共有していきたいと考えます。 
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技術・家庭科技術分野における指導と評価の一体化を目指して 

磯部 征尊（技術教育講座） 

 

令和３年４月より，新学習指導要領の全面実施に伴い，目標・内容・評価を整合させた題材指導計

画と学習評価計画を立案する必要があります。つまり，各内容の題材指導計画表（評価規準と評価内

容，実施時期の関係）及び各種ワークシートの作成が求められています。 

例えば，中学校１年生で内容 A～B を扱い，２年生で内容 C，３年生で内容 D を扱う展開を考えま

す。この場合，内容 A と B では，社会からの要求のみならず，経済性等の「技術の見方・考え方」に

着目させます。内容 C と D においては，使用者だけでなく開発者にも配慮できるようにする等，「技

術の見方・考え方」の視点や対象を広げることができるようにさせます１～２）。 

表１は，内容 C と D で身に付けさせる見方・考え方の広がりを整理した表です。○は概ね満足でき

る状況として目指す視点や対象を，◎は十分満足できる状況として目指す視点や対象を示しています。 

 

表１ 見方・考え方の広がり 

学年 

見方・考え方 

内容 C（第２学年前期） 内容 D（第２学年後期～第３学年） 

（１） （２） （３） （１） （２）（３） （４） 

着

目

す

る

視

点 

社 会 か ら

の要求 
◎ ◎（複数） 

〇（一つ） 

◎（複数） 

〇（複数） 

◎（全部） 

〇（複数） 

◎（全部の視点を踏ま

えた折り合い） 

安全性   

経済性，生

産効率 
〇 〇 

環 境 へ の

負荷，資源

の有限性 

  

配慮する対象 

〇（開発者） 

◎（多様な使

用者） 

自分，多様

な使用者 

自分，多様な使用

者，Sociey5.0 にお

ける農業従事者 

◎（開発者，多

様な使用者） 

多様な使用者，利用者，

Sociey5.0 を支える将来

の担い手 

最適化する技術 

生産効率や労働力を高める農業機械の進展 製品（システ

ム）の生まれて

きた背景と具

体的な仕組み 

持続可能な社会の発展に

向けた技術  

 

この表を参考に，各学校においては，各内容の履修学年等に応じて，ワークシートの形式や評価規

準を変更する等，工夫していただけることを期待しています。 

註及び文献 

１）上野耕史：技術分野の学習評価 －基本的な考え方と，改善の概要－，技家 Navi 第６号 2019 年秋冬号（所

収），東京書籍，pp.２-３，2019 

２）上野耕史：指導に生かす学習評価，技家 Navi 第７号 2020 年秋冬号（所収），東京書籍，pp.２-５，2020 
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衣服分野から考える令和の家庭科教育 

西川 愛子（家政教育講座） 

 

直線型経済から循環型経済へ 

家庭科は社会の変化の影響を受けやすい科目で，その内容を様々に変化させてきました。現在の家

庭科の内容は衣食住に加えて，家族，保育，高齢者福祉，家庭経済，環境などと多岐にわたっていま

す。では，令和の家庭科はどのように変化するのでしょうか。大きな影響を与えると考えられる変化

のひとつに直線型経済から循環型経済への転換があります。直線型経済では製造，使用，廃棄を一方

通行の活動として廃棄物の発生を考慮せずに行ってきました。一方，循環型経済では製品やサービス

を設計する段階で資源の再利用と廃棄物の発生の最小化を考慮し，製造，使用，廃棄という一連のサ

イクルの中で資源を循環させながら活動するとされています。加えて，2000 年に制定された循環型社

会形成推進基本法に基づき，循環型社会形成推進基本計画が策定されており，2024 年の第五次計画で

は循環型経済への移行が明確に打ち出されました。そこではリユース製品や再生可能資源を用いた製

品の利用拡大が目指すべき将来像として挙げられています。 

衣服分野から考える家庭科教育 

 このような状況の中，家庭科教育について筆者の専門領域である衣服分野で考えるなら，「衣服素材

に対する知識」と「修繕技能の習得」の重要性が増してくるだろうと考えています。なぜなら，循環

型経済に転換するということは，衣服の再利用を考慮し，衣服廃棄物の発生を抑制することが求めら

れるからです。このことを商業ベースで考えるのは製造業者の役割かもしれません。しかし，消費者

がその意図を理解し，評価し，意識して衣服を選ぶことができなければ，衣服業界が循環型経済に乗

り換えることは難しいでしょう。そして，消費者に衣服素材の何に問題があるのかを考える力がなけ

れば，あるいは，衣服をどのように扱うと廃棄物抑制に効果があるのかを理解することができなけれ

ば，消費者はこれまで通り，衣服をデザインや価格のみで判断し，安価なものを使い捨てにする生活

から抜け出すことはないだろうと思うからです。だからこそ，家庭科教育では循環させやすい衣服素

材とそのあり方について学ばせる必要がありますし，自分の手で衣服の修繕やリメイクを行って１着

の衣服を長寿命化させる力を身に付けさせる必要があると思うのです。 

家庭科の教員養成に求められるもの 

 循環型経済への転換は「消費者」を「消費する者」ではなく「資源を循環させる者」へ移行させる

ことにつながるでしょう。これに応じるため，家庭科の教員養成には，製造，使用，廃棄，再製品化

という資源の循環を教えられる教員を育成することが求められていると考えられます。これを衣服分

野で考えるなら，原材料となる衣服用繊維や糸，織物，編物，不織布といった中間製品に関する知識

が欠かせないということになります。しかしながら，これらの原材料や中間製品に関する学びは，近

年，家庭科教育の中で縮小傾向にあります。また，現在の家庭生活でこれらについて意識する機会は

ほとんどないだろうと思われます。そうした意識したこともないようなものについて学ばせ，それを

教えられるだけの力を身に付けさせるためには，可能な限り，実物に触れさせ，体験的に学ばせる仕

掛けが必要になるのではないでしょうか。つまり，綿や羊毛，ナイロン，ポリエステルといった実物

の繊維原料に触れさせると共に，実際に自分の手で糸や織物，不織布をつくらせるということです。

時間と手間のかかる方法かもしれませんが，愚直に，しかし，ブレることなく教えることが，家庭科

の教員養成に求められていると考えています。 
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令和の教員養成と英語科教育 誰がどう小学校で外国語科を教えるのか？ 

犬塚 章夫（外国語教育講座） 

１． はじめに 

 小学校で英語が教科化され，大学の初等英語

教育内容・教育法の授業も始まった。並行して

現場の先生方への研修も進められている。現状

と課題をまとめてみたい。 

２． 英語専科と研修 

右の文科省(2021)資料にあるように英語専科

教員の活用が始まっている。今まで学級担任に

小学校における英語の授業のやり方についての

研修が進められてきたが，専科教員の採用が始

まり，学級担任に向けた研修がストップしてい

る。また，英語専科についても専門家なのだか

ら研修は必要ないと思われ，こちらも研修が行

われないことが多い。中学校の英語免許を持っているということで採用された英語専科教員は，小学

校での英語教育についてよく知らないまま授業をしているケースもある。私は，２か月に１度，英語

専科授業づくりの会という自主研修会を開催して，英語専科教員の横のつながりと情報交換ができる

場を作り，模擬授業を動画に撮って登録した英語専科教員への配信を続けているが，英語専科は非常

勤講師も多く，必要な人にその情報が届かないもどかしさもある。 

小学校英語の授業に関わる学級担任・英語専科教員・ALT が授業を見たり，研修を受けたりしなが

ら，情報交換ができる場が求められている。 

３． 学習者用デジタル教科書の先行導入 

 他教科に先行して日本の全小中学生に英語の学習者用デジタル教科書が配布された。授業の中で指

導者用デジタル教科書は広く使われているが，学習者用デジタル教科書が活用されているという状況

が見えてこない。一人一台配布されたタブレット端末の家庭への持ち帰りも市町によってルールがま

ちまちで，家庭学習で学習者用デジタル教科書を活用している例が少ない。いつも教師主導で英語を

教えるスタイルから脱却し，少なくとも５～１０分を個別に学習者用デジタル教科書を使って自分が

必要な学習に取り組める場面を一斉授業の中に確保することから始めて，家庭で英語の音声をたくさ

ん聞くような課題として学習者用デジタル教科書を活用できるようにしたい。 

４． 教科書の中での小中接続 

 愛知県は小学校も中学校も東京書籍の英語の教科書を使っている。2024 年度に新しくなった小学校

の教科書と 2025 年度に新しくなる中学校の教科書では，子ども同士が即興で会話しあう「Small Talk」
と音と文字の関係を学ぶ「Sounds and Letters」が共通して大きく取り上げられている。小中接続の体

制が教科書では整うわけだ。あとは，小学校での実践を中学校の英語教師がきちんと把握し，それに

積み重ねる形で活動を引き継いでくれるのを期待している。 

５． おわりに 

 大学では，文科省が示したコア・カリキュラムを基に教育内容・教育法の授業が行われている。将

来教壇に立った時に「子どもたちと楽しく英語の授業ができる」力を育てていきたい。 
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令和の教員養成と道徳科 

山口 匡（学校教育講座） 

 

2040 年代の社会を展望した次期学習指導要領の準備が開始されるようですが，道徳科についてはど

のような検討がなされるのでしょうか。というのも，「令和の日本型学校教育」とそれを担う「新たな

教師の学びの姿」に照らし合わせたとき，道徳科には特殊な問題が残っているからです。 

現行の学習指導要領（2017 年）では，道徳科を除くすべての教科等が「知識及び技能」，「思考力，

判断力，表現力等」，「学びに向かう力，人間力等」の三つの資質・能力の柱で整理され，それを実現

させる「主体的・対話的で深い学び」の視点から授業改善の必要性が強調されました。その後の「個

別最適な学び」や「協働的な学び」という考えも同じ方向性を示していると考えられます。 

ではなぜ，道徳科の目標と内容についてはそのような整理がなされなかったのでしょうか。第一の

理由として，時期的な問題があると思われます。現行学習指導要領に先立つ一部改正（2015 年）によ

って道徳科の目標や内容はすでに規定され，そのまま改訂されませんでした。しかし，より重要な第

二の理由として，2016 年の中教審答申での説明をあげることができます。道徳科における「知識・技

能」には「道徳的諸価値の理解と自分自身に固有の選択基準・判断基準の形成」が，「思考力・判断料・

表現力等」には「人間としての在り方生き方についての考え」が，「学びに向かう力・人間性等」には

「人間としてよりよく生きる基盤となる道徳性」がそれぞれ対応するものとして整理することができ

るとしています。ここから大きく二つの問題を指摘することができます。 

第一の問題は，道徳教育・道徳科の目標でもある「道徳性」が二重の意味でとらえられているとい

う点です。「道徳性」はこれまで，「人間としての本来的な在り方やよりよい生き方を目指してなされ

る道徳的行為を可能にする人格的特性」と説明されてきました。ところが，現行学習指導要領で新た

に付け加えられた解釈は，「一人一人が生きるうえで出会う様々な問題や課題を主体的に解決し，より

よく生きていくための資質・能力」という考え方です。内容重視（コンテンツ・ベース）から資質・

能力重視（コンピテンシー・ベース）への転換にそうかたちで，「道徳性」がいわば問題解決のための

資質・能力として再解釈されているということができます。 

その結果，第二の問題として，道徳科の基本である「道徳的価値の理解」も「知識・技能」の習得

へと矮小化されかねない危険性を指摘することができます。「読み物道徳」からの脱却をコンセプトと

した道徳科ですが，検定教科書はこれまで通り「読み物教材」を中心に編纂されているといってよい

でしょう。そのため，ひとつの教材でひとつの道徳的価値（内容項目）を扱うことが多く，多面的・

多角的に考え，議論する可能性が考慮されていないとの批判が多く見受けられます。しかし，こうし

た批判の根底にも，「道徳的価値の理解」を「知識・技能」の習得に切り詰め，同時に「道徳性」を問

題解決のためのひとつの「資質・能力」へと矮小化する解釈が，無意識のうちに潜んでいるとはいえ

ないでしょうか。現行学習指導要領では，「道徳的諸価値についての理解を基に」，自己を見つめ，物

事を多面的・多角的に考え，自己の生き方についての考えを深める学習を進めるよう規定されていま

す。ここでいわれる「道徳的価値の理解」自体を，たえず深化・拡大の途上にあるものとして（そし

て，このことが「道徳性」の柱をなすものとして）受け止め直す必要があると思われるのです。 

 道徳科は教科としての歴史は浅いですが，「道徳の時間」以来の内容論，教材論，授業論等が豊かに

蓄積されています。「令和の日本型学校教育」では，教師自身の学びの転換が強く要請されています。

教師の学びの転換にとって，道徳科は格好のフィールドになるのではないでしょうか。



17 
 

学習面で困難を示す児童が在籍する通常の学級での集団指導と個別指導 

岩本 佳世（特別支援教育講座） 

 
「令和の日本型学校教育」を担う教師に求められる資質能力の一つとして，特別な配慮や支援を必要

とする子供への対応があり，学習指導及び生徒指導を個別最適に行うために必要な資質能力として位置

付いている（中央教育審議会，2021）。近年，日本の小学校の通常の学級に学習面で著しい困難を示す児

童が 7.8%の割合で在籍していると推定された（文部科学省，2022）。学習面で困難を示す児童のうち，

限局性学習症（SLD）のある児童が存在する。SLD は，DSM-5 では，読む，書く，計算することのいずれ

かの学習や学業的スキルの使用に困難があり，その困難が 6ヶ月間持続していることが診断基準となる。 

 米国の教育心理学，学校心理学における学習指導研究では，指導・介入に対する子供たちの反応に基

づいて学習のつまずきを捉え，対応していく学習指導モデルである response to intervention（RTI）

が推奨されている。日本においては，読みの多層指導モデル（MIM）があり，指導効果が報告されている

（例えば，海津・田沼・平木，2009）。海津ら（2009）は，2つの小学校の 1年生 7学級の児童を対象に，

通常の学級において，全児童を対象とし，MIM 特殊音節指導パッケージを用いた 1st ステージの効果的

な平仮名の読み指導を行った。具体的には，（a）視覚化や動作化を通じた特殊音節の音節構造の理解，

（b）日常的に用いる語を視覚的なまとまりとして捉えることによる読み速度の向上，（c）日常語彙の拡

大と使用を促すという指導であった。1st ステージの指導のみでは学習に十分な伸びが見られない児童

に対して，2nd ステージの補足的な指導を行った。そして，2nd ステージ指導を経ても，学習に十分な伸

びが見られない児童 9名に対して 3rd ステージの個に特化した集中的な指導を実施した。指導前後の効

果測定には，特殊音節の読みのアセスメント，MIM-Progress Monitoring（MIM-PM）を用いた。その結果，

指導後に得点の上昇が有意に見られ，さらに読みに対する児童の捉え方は肯定的なものに変化した。3rd

ステージの個に特化した集中的な指導で効果が現れた背景には，1st ステージ及び 2nd ステージの指導

を経てきたことによる要因も大きいと推察される。 

 RTI では，スクリーニング及びプログレス・モニタリングで使用できるアセスメントツールとして，

カリキュラムに基づく尺度が必要とされている。読みに関する尺度だけでなく，算数に関する尺度も重

要である。日本では，基礎的な算数スキルのスクリーニング及びプログレス・モニタリングのツールと

して，小学生用の算数のカリキュラムに基づく尺度（算数 CBM）（野田，2020）が開発されてきている。 

通常の学級に在籍する学習面で困難を示す児童に対する個別指導（通級による指導や通常の学級内で

の個別指導）は，学級全体に効果的な集団指導が実施されていることで指導効果を高められる。また，

小学 1年生の国語の授業で MIM 等の効果的な特殊音節単語の読み指導を学級全体に実施することは，SLD

児を含む全児童の読み理解を促進すると考えられる。読字，書字，計算等の学習面で困難を示す児童の

発見は，遅れれば遅れる程，当該児童の学習上の問題は深刻になる。MIM-PM や算数 CBM 等を活用し，学

習困難のリスクのある児童を早期に発見し，早期指導につなげていくことも重要である。 

主な引用文献 

海津亜希子・田沼実畝・平木こゆみ（2009）特殊音節の読みに顕著なつまずきのある 1年生への集中的

指導―通常の学級での多層指導モデル（MIM）を通じて―．特殊教育学研究, 47, 1-12. 

野田航（2020）小学生用算数のカリキュラムに基づく尺度（算数 CBM）の開発と信頼性・妥当性の検討

―基礎的な算数スキルに着目して―．LD研究，29，45-56. 
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令和の教員養成と教科教育 -保健体育科保健領域(分野,科目)の視点から- 

山田 浩平（養護教育講座） 

 

現代社会は，社会の在り方が劇的に変わる Society5.0 時代，新型コロナウイルス感染症の感染拡大

など先行き不透明な予測困難な時代，社会全体のデジタル化・オンライン化，DX 加速の必要性など，

過去に類を見ないほどの速さで知識と情報が増え続けている。もはや学校教育の中だけで子どもたち

に必要な知識や情報を伝達することに限界が見え始めている。これからの学校教育は，蓄積された知

識を礎としながら，膨大な情報から何が重要かを主体的に判断し，自ら問いを立ててその解決を目指

し，他者と協働しながら新たな価値を生み出していくことが求められる。 
  これまでの健康に関する教育の方法についてみると，その１つに疾病の科学史を分析して科学的概

念がどのようにして明らかにされてきたかの過程をたどる方法がある。しかし，保健教育で取り上げ

る内容には科学的な概念といえる内容とそうでない内容が入り混じっている。例えば，肥満などの身

体的な疾患には病気とそうでない状態との間に明確な基準が示されているが，強迫神経症などといっ

た精神的な疾患には病気の状態とそうでない状態の判断は困難である。つまり，私たちが克服しなけ

ればならない健康課題はまだ解明されていないがために健康課題であり，教育内容として取り上げる

健康課題が十分に科学的に解明されていないということが起こる。さらに COVID-19 のように新たな

健康課題を学習内容として取り上げざるを得ないこともある。このような未知の健康課題に直面した

時に，より効果的に対応のできる児童生徒を育てるためにはどのような保健の授業を行えばよいのか。

この問題に対する一つの答えは，学習者が授業の中で思考をめぐらし自分なりの考えを作り出すよう

な授業を創っていくことにある。教師から答えを教えてもらいそれを覚えることに終始している学習

者は，将来，答えの分からない未知の健康課題を前にしたときには座して誰かが答えを教えてくれる

のを待つのみとなってしまう。なお，この健康課題解決にあたってはいくつかのプロセスを経ること

になるが，まずは課題の把握（課題の設定）が必要となる。課題の把握にあたっては，今起こってい

る問題，つまりは「あるべき姿（期待する姿）」からズレている状態を把握するために，まず「現状」

を認識する必要がある。さらに現状の認識から，なぜそのような状況になっているのか，どのように

すればあるべき姿に近づけるのか，解決への方策を検討していくことになる。そのために，今までに

学習した内容を振り返ったり，ICT を活用してネットワークを通じて効果的に情報を収集したり，収

集した情報を他の人と共有して課題の解決に向けて思考していくことになる。 
文部科学省の付属機関である国立教育政策研究所では，学習指導要領における各教科の内容に照ら

した学習の実現状況を把握し，今後の教育課程や指導方法等の改善に資する目的で，児童生徒を対象

としたペーパーテストと質問紙調査が実施されている（学習指導要領実施状況調査）。最新の調査報告

は 2024 年に公表されており，保健体育科の保健領域（分野,科目）の結果についてまとめると，小学

校では図を読み取り健康情報を分析すること（健康情報を理解し，評価すること），中学校では健康に

関する抽象的な内容を具体的な事象に適用・応用すること（入手した健康情報を活用すること），高等

学校では個人の健康の保持増進と社会環境づくりを関連付けること（知識を統合化し，より深い概念

を理解すること）に課題があることが報告されている。 
この結果は，小学校の段階から系統的に健康課題を解決していくための教育の必要性を示唆してい

る。そのために，大学としては研究会の開催や教材，資料の提供を積極的に行い，学校から要請があ

ればいつでも支援できる体制をつくるようにしており，授業者の課題解決のために是非活用されたい。 
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幼児期の子どもの資質や能力を成長させるべき 5 つの領域 

樋口 一成（幼児教育講座） 

 

 小学校教育は，学習を基本として教科ごとの学びを中心に取り組んでいますが，幼児教育は，子ど

もたちの生活リズムを基本として遊びや体験を通した活動を中心に行われています。 

 平成元年改訂の幼稚園教育要領では，環境を通して行う教育が基本とされ，遊びを通しての指導を

中心とし，ねらいが総合的に達成されるようにするとされました。併せて，幼児期の子どもの発達の

側面から，５領域（健康，人間関係，環境，言葉，表現）に再編成されました。このことは，保育所

保育指針でも同旨の改定が行われました。この５領域とは，保育において子どもの資質や能力を成長

させるべき領域のことです。その５領域について，幼稚園教育要領の「第２章 ねらい及び内容」には，

次のように書かれています。「環境」は，健康な心と体を育て，自ら健康で安全な生活をつくり出す力

を養う。「人間関係」は他の人々と親しみ，支え合って生活するために，自立心を育て，人とかかわる

力を養う。「環境」は周囲の様々な環境に好奇心や探究心をもってかかわり，それらを生活に取り入れ

ていこうとする力を養う。「言葉」は，経験したことや考えたことなどを自分なりの言葉で表現し，相

手の話す言葉を聞こうとする意欲や態度を育て，言葉に対する感覚や言葉で表現する力を養う。そし

て「表現」は，感じたことや考えたことなどを自分なりに表現することを通して，豊かな感性や表現

する力を養い，創造性を豊かにする。 

 平成 27 年度より，幼稚園・保育所・認定こども園等の特性を生かした良質かつ適切な教育・保育，

地域の子育て支援を総合的に提供する体制を整備すること等を目的とした「子ども・子育て支援新制

度」がスタートしました。さらに，平成 29 年に，幼稚園教育要領，保育所保育指針，幼保連携型認定

こども園教育・保育要領の３法令が，同時に改訂（改定），平成 30 年に施行され，幼稚園，保育所，

幼保連携型認定こども園ともに，幼児教育施設として位置づけられました。幼児教育が「環境を通し

て行う教育」を基本とすることは変わらず，その上で，子どもの育ちについて，幼児教育において育

みたい「資質・能力」の３つの柱（「知識及び技能の基礎」「思考力，判断力，表現力等の基礎」「学び

に向かう力，人間性等」）と，５歳児後半に見られるようになる姿である「幼児期の終わりまでに育っ

てほしい 10 の姿」（10 の姿の視点は次のとおり―「健康な心と体」「自立心」「協同性」「道徳性・規

範意識の芽生え」「社会生活との関わり」「思考力の芽生え」「自然との関わり・生命尊重」「数量や図

形，文字などへの関心・感覚」「言葉による伝え合い」「豊かな感性と表現」）が示されました。令和に

おいてもこれらの考え方や内容は変わることなく継続されています。 

 令和に入ると，令和４年６月にはこども基本法が成立し，この中には，「次代の社会を担う全てのこ

どもが，生涯にわたる人格形成の基礎を築き，自立した個人としてひとしく健やかに成長することが

でき，心身の状況，置かれている環境等にかかわらず，その権利の擁護が図られ，将来にわたって幸

福な生活を送ることができる社会の実現を目指す」と書かれています。また令和５年には，子ども家

庭庁が設立されました。令和は，子どもへの関心が高まり，子どもたちの権利がしっかりと認められ

た時代であると言えます。今後は，文部科学省やこども家庭庁をはじめとする関係省庁が連携を図り

ながら，全ての子どもに格差なく質の高い学びの機会を提供できるように，幼児期及び架け橋期の教

育の質を保障していくことが益々必要となります。 
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「学生に学んでもらう」から「学生が学ぶ」へ 

齋藤 ひとみ（情報教育講座） 

 

コロナ禍の一斉休校の経験は，我々大人たちに，これまでの教育では，「自ら学ぶ力」の育成が十分

でなかったことを突きつけました。その反動というわけではなく，OECD ラーニングコンパス，現行学

習指導要領，令和の日本型教育（答申）では，自分で目標を持ち，学ぶ意欲や方法をコントロールし

ていける，問題を発見し，解決策を考えることができるといった特定の教科に依存しない資質・能力

の育成が重要であることが言われてきました。そしてこれら資質・能力は，私たち教師や，将来児童

生徒の教育に携わるだろう教員養成の学生にも必要な力となります。しかしながら，私自身の授業を

振り返ってみると，彼らにそのような力を育成できているのか，疑問に思うようになりました。 

そのきっかけは，ある学生が，実習先で書類の提出期限を守らないといわれたことでした。その学

生は大学の授業では締め切りを守っているまじめな学生でした。しかし，実習では，自分でいつまで

に出せばよいかを考えて（あるいははっきりと聞いて）行動することが求められます。また，もし間

に合わない場合はきちんと報告し，指示を仰ぐ必要があります。学生はそれができないことで，提出

期限があいまいになり，自分は遅れたつもりはなくても，先生方からみれば遅れているということに

なっていました。 

このとき思ったのは，私の授業では締め切りを学生自身で考え，決める経験がない，ということで

した。他の多くの授業でもそうだと思います。締め切りを明確に示さないと，学生から質問が来ます

し，場合によって文句を言ってくる学生もいるでしょう。大学の授業では課題や締め切りをはっきり

と示すことは当たり前のことです。しかし，社会にでると必ずしもそうではありません。 

締め切りは１つの例にすぎず，私自身の授業に対する意識が，「学生が学ぶ授業」ではなく，「学生

に学んでもらう授業」になってしまっていることに気付きました。そのような意識では，たとえ授業

のなかで学生が自分で取り組むような主体的な学習活動や課題を設定していても，結局は受け身の学

習になってしまうでしょう。 

 では「学生に学んでもらう授業」から「学生が学ぶ授業」にするにはどうしたらよいのでしょうか。

学生といっしょに授業スケジュールを決めるのはどうでしょう？こちらが学びたいものをレストラン

のメニューのように示し，そこから選んで 15 回の配分を決めてもらうのはどうでしょうか？それと

も今はやりの自由進度学習のように，一人ひとりが自分のペースで進められる形を取り入れるのはど

うでしょうか？しかし，大切なのは単に「自由度を上げる」ことではなく，学生自身が学びを主体的

にデザインできるような環境を整えることです。そのためには，学習内容や進度の選択を学生に委ね

るだけでなく，「なぜ学ぶのか」「どのように学ぶのか」といったメタ認知を促す仕掛けが必要でしょ

う。 

令和の教師教育に求められるのは，単に知識を伝達するのではなく，学びを共に創り出す姿勢です。

教科教育の中であっても，「学ぶ力」を育てるためには，教員自身が学習者としての視点を持ち，授業

を設計し続けることが不可欠です。また，学生自身も将来，児童生徒と学びを共に作り出す教師にな

るために，学習者として学びの作り手としての意識をもって授業に臨むことが求められます。私自身，

まだ試行錯誤の途中ですが，「学生が学ぶ授業」を目指して，自らも学び続けていきたいと考えていま

す。 

 



21 
 

４．教職キャリアセンター教科教育学研究部門 ICT 活用等普及推進統括部門 

共同開催  教育教育と ICT 活用について 

 

【 企画の趣旨 】 

令和元年頃から叫ばれ始めた GIGA スクール構想ですが，新型コロナの流行により一人１台 ICT 
端末が一気に加速し，現在では学校現場で ICT を活用した実践が数多く散見されるようになってきま

した。しかしながら，急速に広まった教育施策はソフトと指導体制の乖離がみられたり，とりあえず

ICT は活用しているものの学習者が効果を実感していなかったりなどといった問題点も少なくありま

せん。こうした現状を踏まえて，教職キャリアセンター教科教育学研究部門では，これまでに年度の

テーマを「学校教育と ICT 活用」として，月例会では幅広い情報交換をしてきました。 
今回は，同センター内の ICT 活用等普及推進統括部門との 
共同開催をとおして，教科教育として ICT の活用について 
再度考えていく機会となるよう設定させていただきました。 

 
【 実施概要 】 

開 催 日： 令和 7 年 2 月 19 日（水) 
開催時刻： 16:40～18:10 
場 所： 特別支援教育棟 2 階 第 2 講義室 
方 法： 対面方式 
主 催： 教職キャリアセンター教科教育学研究部門 

及び ICT 活用等普及推進統括部門 
 
【 実施報告 】 

１．報告 1：ICT 活用指導力チェックリスト + 初等算数科教育法での実践紹介 
 青山和裕先生（数学教育講座） 

 青山先生からは，現在 ICT 活用等普及推進統括部門で実施している ICT 活用指導力チェックリス

トの概要について説明がありました。このチェックリストは 2024 年度以降に入学した学生に対して

実施されており，将来教員となる学生の ICT を活用とした指導力の向上のために実施されるもので

す。教科教育法などの講義を担当する教員はこれらのチェックリストの内容について熟知するととも

に，講義の中でもこのような ICT を効果的に活用している授業の紹介や模擬授業の実施，ICT 活用の

長所短所などを伝えてくような講義内容の必要性を実感しました。 
２．特別支援教育における実践紹介  小倉靖範（特別支援教育講座） 
 小倉先生からは，特別支援教育の講義でどのような ICT を活用し講義を実践されているのかについ

て紹介がありました。具体的な ICT 機器としてはロイロノートを使用した講義の仕方や，附属特別支

援学校と遠隔のカメラを繋いだ授業の参観，講義内で学習者がグループごとの課題解決に向けた教育

活動を推進させるための機器の使用方法等について紹介がありました。学びの多様化が叫ばれている

今日，教育目標を達成するための手段として ICT の効果的な使用方法について学びが深まりました。 
報告者：山田 浩平（養護教育講座） 
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５．編集後記 

（砂川 誠司/教科教育学研究部門/SCOPE 編集担当/国語教育講座） 
 

日頃より愛知教育大学教職キャリアセンター教科教育部門の活動に深いご理解とご協力を賜り，感

謝申し上げます。過去 6 年間，部門の副代表を務められました山田浩平先生が，本年度より部門代表

を務められることになり，本誌の編集には砂川と田舎片先生（音楽教育講座）が当たることになりま

した。新たな体制で，さらに発行形式も新たにデジタル版で，ここに本年度の部門誌，SCOPEⅢ No.15
を届けいたします。 

今回は，「令和の教員養成と教科教育」を特集テーマとしました。このテーマをもとに，1 月 29 日

（水）には部門の月例会として座談会形式の議論も行いました。本誌には，最新の知見をもとに教員

養成に当たろうとする記事があれば，本質的な理解を重視する記事，社会的な課題を引き受ける記事，

新たな指導法の開発に関する記事もあるなど，さまざまな視点から将来の教員である学生たちが知っ

ておくべきことや身につけておくべきことなどが説かれています。将来の教員に必要な情報はもちろ

ん，実際の現場に立つ先生方にとっても有益な情報です。あるいは現場の先生方から見れば，もっと

学生のうちから知っておいたり身につけておいたりしてほしいこともあるのではないかとも思います。

本誌がそのようなことの議論，つまり今後の教員養成，ひいては実際に授業をおこなう教師のあり方

などについての積極的な議論に役立つことを願っています。 
 


